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代表取締役執行役員社長（役職名）代表者

(1) 連結経営成績（累計）

 （氏名） 加藤　啓美

（％表示は、対前年同四半期増減率）

（百万円未満切捨て）

1. 2022年3月期第３四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年12月31日）

配当支払開始予定日 ―

（役職名）  （氏名） 竹内　謙 TEL 03-5453-6711

四半期決算説明会開催の有無　　　　： 無  

平成27年12月7日配当支払開始予定日

四半期決算補足説明資料作成の有無　： 無

2022年2月8日

取締役常務執行役員管理本部長 
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新規 、除外 蘇州日本電波工業有限公司

：

：

：

② ①以外の会計方針の変更 無

③ 会計上の見積りの変更 無

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2022年3月期３Ｑ

2022年3月期３Ｑ

2022年3月期３Ｑ

20,757,905株 

1,133,755株 

19,624,150株 

2021年3月期

2021年3月期

2021年3月期３Ｑ

20,757,905株 

1,133,755株 

19,624,321株 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

③ 期中平均株式数(四半期累計)

② 期末自己株式数

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更

（注） 詳細は、添付資料Ｐ．２　「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項　(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧くださ
い。

※　注記事項

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 無

社  （社名）

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　有

― 社  （社名） 1

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい
ており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。
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 (2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要

　該当事項はありません。

 (1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

当社の連結製造子会社である蘇州日本電波工業有限公司(1994年１月設立、中国江蘇省蘇州市)は、すべて
の事業を蘇州日電波電子工業有限公司(2019年11月設立、中国江蘇省蘇州市)に引継ぎ清算したため、連結除
外しております。

１．当四半期決算に関する定性的情報

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、主要国では大規模な金融緩和や積極的な財政出動が実施
され、景気は回復に向かっておりましたが、半導体等の部材不足に起因する供給網への影響や新型コロナウ
イルスの新たな変異型であるオミクロン型の感染拡大が回復の勢いに影を落としました。また、米国ではイ
ンフレ抑制を目的とした金融の引き締めを強化させる方針を示しており、世界経済における先行き不透明感
が継続しております。

 (1) 経営成績に関する説明

利益につきましては、新潟エヌ・デー・ケー㈱の事業終了に伴う費用として上期(４～９月)に321百万円
を計上しておりましたが、第３四半期(10～12月)には171百万円の減損損失を追加計上いたしました。ま
た、2021年12月18日にマレーシア工場が豪雨により浸水した影響により、棚卸資産の評価損404百万円を計
上いたしました。一方、第３四半期連結累計期間では、売上高が大幅に増加した車載向けで利益が改善した
他、５Ｇスマホ向け76.8MHzサーミスタ内蔵水晶振動子の販売増が収益改善に大きく貢献しました。また、
中国蘇州市にある連結子会社(蘇州日本電波工業有限公司)の新工場への移転完了により、蘇州市政府より受
領していた1,136百万円について、補助金収入に計上いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は3,517百万円(前年同四半期は営業利益2,789百万円)、
税引前四半期利益は3,251百万円(前年同四半期は税引前四半期利益2,418百万円)、四半期利益は2,927百万
円(前年同四半期は四半期利益1,870百万円)となりました。

なお、前年同四半期には、当社100％子会社であったNDK SAW devices㈱の株式の51％を譲渡したことによ
る株式売却益及び評価益計4,405百万円を計上した一方、707百万円の構造改革費用を計上しておりました。

そのような状況において、当社の主力事業領域である自動車市場では半導体等の部材不足が完成車メー
カーの生産に影響を与えております。しかし、当社顧客であるTier１(完成車メーカーに部品を供給する
メーカー)からの受注は、第２四半期(７～９月)からは落ち着いてきているものの、引き続き高い水準で推
移しております。その結果、当社売上高の約半分を占める車載向けの第３四半期連結累計期間の売上高は前
年同四半期比３割以上増加いたしました。売上高の２割弱を占める移動体通信向けでは、引き続き５Ｇスマ
ホ向け76.8MHzサーミスタ内蔵水晶振動子の販売は堅調に伸びましたが、TCXO(温度補償水晶発振器)の販売
が減少したため、第３四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期比で微増にとどまりました。売上高の１
割弱を占める産業機器向けは、米国政府による中国通信機器大手メーカーに対する輸出規制の影響を受け、
同メーカーに対する販売は減少しておりましたが、米国及びインドにおける５Ｇ基地局の需要増により、第
３四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期比で微減となりました。売上高の約１割を占める民生向けの
売上高は前年同四半期比１割弱増加いたしました。
　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は33,842百万円(前年同四半期比19.5％増)となりました。

 (2) 財政状態に関する説明

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の21.5％
から6.7ポイント上昇して28.2％となりました。

前連結会計年度末に比べ、総資産は、現金及び現金同等物の減少3,435百万円、営業債権の増加1,122百万
円、未収法人所得税等の減少747百万円、棚卸資産の増加486百万円等により2,612百万円減少して60,441百
万円となりました。負債は、借入金の減少4,668百万円、流動負債のその他に含まれる前受金の減少1,225百
万円等により、6,121百万円減少して43,380百万円となりました。親会社の所有者に帰属する持分は、四半
期包括利益合計3,508百万円の増加により、17,060百万円となりました。

 (3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

マレーシア工場は、2022年４月からの全面的な生産再開に向け、2022年１月から生産を順次再開しており
ます。豪雨により損害を被った２工場（建物・機械設備・棚卸資産）の損失等については保険を付与してお
り、受領が見込まれる保険金収入の一部を第４四半期(１～３月)に計上する見込みです。また、取引金融機
関との間で2023年９月末まで借入金の残高維持の合意を得ておりますが、現在、取引の正常化に向け、借入
金の大部分をシンジケート・ローンへ借り換える方向で交渉中です。これに伴い金融費用が発生する見込み
ですが、2021年11月９日に公表した2022年３月通期業績予想は達成する見通しです。

なお、業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に
基づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

－ 2 －



日本電波工業㈱(6779) 2022年3月期 第３四半期決算短信

３．要約四半期連結財務諸表及び主な注記
(1) 要約四半期連結財政状態計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間末

(2021年12月31日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び現金同等物 16,707 13,272

　　営業債権 10,924 12,046

　　棚卸資産 10,134 10,621

　　未収法人所得税等 788 40

　　その他 2,961 2,779

　　流動資産合計 41,515 38,760

　非流動資産

　　有形固定資産 16,440 16,524

　　無形資産 176 160

持分法で会計処理されている投資 2,844 2,766

　　その他の金融資産 1,024 989

　　繰延税金資産 498 611

　　その他 553 628

　　非流動資産合計 21,538 21,681

　資産合計 63,054 60,441

負債の部

　流動負債

　　借入金 2,101 714

　　リース負債 466 377

　　営業債務その他の未払勘定 7,334 7,827

　　デリバティブ負債 331 148

　　引当金 321 560

　　未払法人所得税等 609 326

　　その他 1,870 804

　　流動負債合計 13,035 10,758

　非流動負債

　　借入金 31,630 28,348

　　リース負債 1,525 1,355

　　繰延税金負債 492 258

　　従業員給付 2,411 2,236

　　引当金 157 157

　　政府補助金繰延収益 9 25

　　その他 239 239

　　非流動負債合計 36,466 32,621

　負債合計 49,501 43,380

資本の部

　親会社の所有者に帰属する持分

　　資本金 5,596 5,596

　　資本剰余金 5,515 5,515

　　その他の資本の構成要素 △773 △191

　　利益剰余金 3,213 6,141

　　親会社の所有者に帰属する持分合計 13,552 17,060

　資本合計 13,552 17,060

負債及び資本合計 63,054 60,441

－ 3 －
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(2) 要約四半期連結包括利益計算書

(単位：百万円)

( 自 2020 年 ４ 月 １ 日 ( 自 2021 年 ４ 月 １ 日
至 2020 年 12 月 31 日 ) 至 2021 年 12 月 31 日 )

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

研究開発費

その他の営業収益

その他の営業費用

営業利益

金融収益

金融費用

持分法による投資損益

税引前四半期利益

法人所得税費用

四半期利益

その他の包括利益

　純損益に振り替えられることのない項目

　　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　　振替のない項目に係る法人所得税

　　小計

　純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目

　　在外営業活動体の換算差額

　　キャッシュ・フロー・ヘッジ

　　振替の可能性のある項目に係る法人所得税

　　小計

　税引後その他の包括利益

四半期包括利益合計

四半期利益の帰属

　親会社の所有者に帰属する四半期利益

四半期包括利益合計額の帰属

　親会社の所有者に帰属する四半期包括利益

(単位：円)

１株当たり四半期利益

　基本的１株当たり四半期利益

　希薄化後１株当たり四半期利益

　　【第３四半期連結累計期間】

250

2,121

4,674

前第３四半期連結累計期間

28,327

24,076

3,508

380

2,789 3,517

222

4,251

4,044

1,192

899

31

2,927

当第３四半期連結累計期間

1,394

9,005

4,774

1,120

2,418

548

1,870

33,842

24,837

199

386

2,927

3,251

570

△4 △4

987

581

324

100

438

27 10

△24 184

242

5 5

14

△77△32

62.22 75.24

95.34 149.18

1,870

2,121 3,508

－ 4 －
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(3) 要約四半期連結持分変動計算書

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

2020年４月１日時点の残高

四半期包括利益

四半期利益

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産の純変動

在外営業活動体の換算差額

キャッシュ・フロー・ヘッジ

　四半期包括利益合計

所有者との取引額等

　株式の発行

　株式発行費用

　資本金から資本剰余金への振替

　資本剰余金から利益剰余金への振替

　自己株式の変動額

　所有者との取引額等合計

2020年12月31日時点の残高

2020年４月１日時点の残高

四半期包括利益

四半期利益

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産の純変動

在外営業活動体の換算差額

キャッシュ・フロー・ヘッジ

　四半期包括利益合計

所有者との取引額等

　株式の発行

　株式発行費用

　資本金から資本剰余金への振替

　資本剰余金から利益剰余金への振替

　自己株式の変動額

　所有者との取引額等合計

2020年12月31日時点の残高

(単位：百万円)

株式払込
剰余金

自己株式
資本剰余金

合計

10,649 5,859 △2,790 3,068 

資本金

資本剰余金

― 

― 

― ― ― ― 

― 

― 

△7,553 7,553 7,553 

2,500 2,500 2,500 

△67 △67 

△7,538 △7,538 

△5,053 2,446 △0 2,446 

5,596 8,305 △2,790 5,514 

△0 △0 

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

その他の
資本の構成
要素合計

その他の資本の構成要素

利益
剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

5,349 △128 △1,563 △25 △1,716 △6,652 5,349 

1,870 ― 1,870 1,870 

27 

217 217 217 217 

27 27 27 

5 

27 217 5 250 1,870 2,121 2,121 

5 5 5 

― 5,000 5,000 

△67 ― △67 

― 

― 7,538 ― ― 

― ― 

△0 

― ― ― ― 7,538 4,931 4,931 

― △0 

12,402 △100 △1,345 △20 △1,466 2,757 12,402 

－ 5 －
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当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

2021年４月１日時点の残高

四半期包括利益

四半期利益

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産の純変動

在外営業活動体の換算差額

キャッシュ・フロー・ヘッジ

　四半期包括利益合計

2021年12月31日時点の残高

2021年４月１日時点の残高

四半期包括利益

四半期利益

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産の純変動

在外営業活動体の換算差額

キャッシュ・フロー・ヘッジ

　四半期包括利益合計

2021年12月31日時点の残高

資本金

資本剰余金

― 

株式払込
剰余金

自己株式
資本剰余金

合計

5,596 8,305 △2,790 5,515 

(単位：百万円)

― 

― ― ― ― 

― 

― 

5,596 8,305 △2,790 5,515 

その他の資本の構成要素

利益
剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

その他の
資本の構成
要素合計

13,552 △39 △715 △18 △773 3,213 13,552 

2,927 ― 2,927 2,927 

10 10 10 10 

565 

5 5 5 5 

565 565 565 

3,508 10 565 5 581 2,927 3,508 

17,060 △28 △150 △12 △191 6,141 17,060 

－ 6 －
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(4) 要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

( 自 2020 年 ４ 月 １ 日 ( 自 2021 年 ４ 月 １ 日
至 2020 年 12 月 31 日 ) 至 2021 年 12 月 31 日 )

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前四半期利益

　減価償却費及び償却額

　固定資産売却益

　減損損失

　持分法による投資損益（△は益）

　政府補助金

　子会社株式売却益

　持分法適用に伴う再測定による利益

　営業債権の増減額（△は増加）

　棚卸資産の増減額（△は増加）

　未収消費税等の増減額（△は増加）

　営業債務の増減額（△は減少）

  未払費用の増減額（△は減少）

  未払賞与の増減額（△は減少）

　デリバティブ資産の増減額（△は増加）

　デリバティブ負債の増減額（△は減少）

　引当金の増減額（△は減少）

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　法人所得税の支払額又は還付額（△は支払）

　その他

　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　無形資産の取得による支出

　その他の金融資産の取得による支出

　有形固定資産の売却による収入

　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入

　持分法で会計処理されている投資の取得による支出

　その他の金融資産の売却による収入

　その他

　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

　株式の発行による収入

　長期借入金の返済による支出

　短期借入金の純増減額（△は減少）

　リース負債の返済による支出

　配当金の支払額

　自己株式の純増減額（△は増加）

　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

為替変動による影響

現金及び現金同等物の四半期末残高

199 227

14,921 13,272

5,577 △5,009

4,661 △3,662

10,060 16,707

△414 △326

△0 ―

△0 ―

― △3,800

1,059 △882

654 △1,848

4,932 ―

△710 ―

3 100

△5 △9

10 27

3,293 ―

△17 △27

△8 △8

△1,570 3,195

△1,911 △1,930

△872 △16

△390 △722

49 73

△288 △357

△1,843 △0

△49 △73

386 376

△383 △406

△13 ―

△0 △174

433 249

△709 360

△931 △878

2,488 △301

187 442

△10 △1,157

△2,665 ―

△1,740 ―

― 242

32 77

△4 △13

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

2,418 3,251

2,334 2,221

－ 7 －
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合 計

8.3

水 晶 振 動 子

そ の 他

100.0 5,514  19.5 33,842  

2,452  

23,121  

8.7

28,327  100.0

2,816  

64.2

14.9 364  

　・製品及びサービスに関する情報

（単位：百万円）

水 晶 機 器

27.0 

3.0 

4,918  

27.1

18,203  

7,672  

  ・一般情報

％

232  

当第３四半期連結累計期間

％

7,904  

68.3

23.4

　品目別の売上高は以下のとおりであります。

増減比

前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
  至 2020年12月31日)

(自 2021年４月１日
  至 2021年12月31日)

(5) 要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

当社グループの事業内容は、水晶振動子、水晶機器等の水晶デバイス、応用機器、人工水晶及び水晶
片等の水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告
セグメントは単一となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

（セグメント情報）

（表示方法の変更）

この結果、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書について、「営業
活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に表示していた△401百万円は、「政府補助金」△10百
万円、「その他」△390百万円として組み替えております。

  ・要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（親会社の所有者に帰属する持分の金額に著しい変動があった場合の注記）

　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて
表示しておりました「政府補助金」は、金額的重要性が増したことから独立掲記しております。

金　　額 金　　額

品　目
増　　　減

金　　額 構成比 構成比
％

この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結財務諸表の組替
えを行っております。

－ 8 －




